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This study aims to analyze the Sakuzo Yoshino’s theory on China, focusing
particularly on the Shan Dong issue, including the ErShiYiTiaoYaoQiu, the ZhengJiaTun
case, and the WuSiYunDong and JiNan incidents, through the comparison among the
Japanese government’s responses, the Japanese newspaper coverage, and his
thoughts about these cases. In addition, taking into account the historical
background of the China-Japan relationship during this era, Yoshino’s perspectives on
these cases as well as toward China are examined and discussed.
This thesis consists of the following five chapters. The first chapter, entitled
“Sakuzo Yoshino and The ErShiYiTiaoYaoQiu”, illustrates the historical background of
the twenty one requests with the discussions on the influence to the Yoshino’s thought
from the Japanese thinkers at that time and on the negotiation process of the twenty
one requests. While the Yoshino’s criticism was that this negotiation process appears
too aggressive, his mindset was considered as a typical imperialist, very similar to the
Japanese government at that time.
In the second chapter, the Yoshino’s theory on the ZhengJiaTun case is examined.
First, the ZhengJiaTun case and Yoshino’s remarks on this case are reviewed and
considered. Moreover, the Japanese media coverage on this case and two Yoshino’s
articles on this case are evaluated. According to these evidences, it was found that
Yoshino’s support of the Japanese government’s standpoint and its imperialism had
reached a peak with this ZhengJiaTun case.
Chapter 3 explores the Yoshino’s attitude toward the WuSiYunDong incident. The
investigation is extended to survey the relationship between this incident and the 1919
Paris Peace Conference, the Japanese media coverage of this incident, the connection
among Yoshino, LiMingHui, and China, and the link between Yoshino and
MeiZhouPingLun, a Chinese magazine.
The fourth chapter discusses the JiNan incident and its relationship with Yoshino.
The background of the JiNan incident is summarized along with the two-time
Shandong troop dispatches to reveal the different views between China and Japan.
The responses of the Japanese media to this incident are analyzed, and Yoshino’s
opinions on this incident are evaluated.
The evaluations of Yoshino’s thoughts from the Chinese point of view and of his
influences to China are deliberated in the final chapter.












































吉野作造が中国とかかわり始めたのは、1906 年（明治 39年）、彼が 28歳の時
であった。当時東京帝国大学教授の梅謙次郎氏（1860 年-1910 年）の幹旋によ
り、清国直隷総督袁世凱の長男袁克定の家庭教師として、天津に赴任した。し
かし、報酬などの条件が折り合わない為に、彼は 1907 年 3月から北洋新建陸軍
督練處翻譯官に転職し、新軍の士官たちに國際法を教えることとなった。半年
後、彼は北洋法政學堂の總教習に招聘されて、1909 年初頭まで務めた。
吉野作造は 1909 年（明治 42年）帰国し、東京帝国大学法科大学助教授就任、




















































































































吉野作造の植民地論は「満韓を視察して」（『中央公論』1916 年 6 月）が最も
早いものとされてきたが、近年の研究では「非同化主義論」（『新台湾』1915 年
1 月）という文章の存在が明らかになった4。『新台湾』は台湾在住の民間内地人




3松尾尊兊「〈解説〉吉野作造の朝鮮論」（『吉野作造選集』第 9 巻）岩波書店、1996、380 頁。
4『吉野作造選集』別巻の著作年表には、「非同化主義論」は記されていない。その後「非同
化主義論」について言及したものとして、比屋根照夫「「混成的国家」への道―近代沖縄か
らの視点」（『日本の歴史』第 25 巻、講談社、2003 年）を参照。また、植民地台湾在住者
の政治参加要求をめぐる植民地社会および本国における相剋の過程を検討した。岡本真希
子「植民地在住者の政治参加をめぐる相剋―「台湾同化会」事件を中心として―」（同志社
































































































































































































































































































た。中国独占の時機をうかがった。 1911 年 10 月には、中国で辛亥革命が爆発
した。日本はこの革命を抑える口実を探し、中国に対する武装干渉を練った。
10 月 23 日、日本は清国政府が「満州における日本の地位を尊重する」20という
条件と引き換えに、北京にある日本の大倉組が代行して、清国政府陸軍部と 270
万円の武器売渡を契約した。10 月 24 日、西園寺内閣は、対清政策を検討し、「満
州の現状を永遠に持続する」21ということ、中国の内陸で優勢なる地位を確立す
るという侵略方針を決めた。








こうしたなか、1914 年 8 月、第一次世界大戦が勃発した。イギリスは欧州戦
線に集中し、アジアまで手が回らなかった。日本はこのチャンスを「天佑」と
































































な状況を打開するために 5月 7日に希望条項の第 5号(ただし合意していた福建
の件を除く)を削除したうえで、最後通牒を付して「4月 26 日修正案」をつきつ
けた。中国政府は 5 月 9 日やむをえなくこれを受諾し、それは 5月 27 日に 2条
約 13交換公文の形で調印された。これによって難航を続けていた二十一か条要
求問題は一応決着することになった。




















































高揚し、2 月から 7 月にかけての日本製品の対中国輸出は、前年同月に比較して
30「対中国諸問題解決ノ為ノ交渉一件」、『日本外交文書』、大正 3年第 2冊所収。














































































































































（1915 年 1 月 21 日）は「対華二十一か条要求、東亜の平和維持」として、『読
売新聞』（1915 年 1 月 22 日）も社説を発表し、「政府の措置は大体において時宜
に適するものというべきであろう」と肯定した。二十一か条交渉に当たり、日
本政府が最後通牒を出して中国政府の承認を迫る高圧的手段に対しても、日本



























































1915、3、23 第 13 回交渉会議開催、第二号要求は大体解決
1915、4、10 第 21 回交渉会議開催、中国より第五号の協議を拒否












1915、5、7 午後 3時、日置公使より外交部宛に最後通牒を提出、5 月 9 日
午後 6時迄に回答を要求






















この電報は 3 月 5 日付発送されたもので、前記の交渉年表と照合すれば、第






















































































53『松方正義関係文書第 5巻(侯爵松方正議卿実記) 5 』昭和 58年 12月、大東文化大学東
洋研究所、236－237頁。
54「1915 年 6月 10日在中国日置公使ヨリ加藤外務大臣宛電報条約及公文全部発表セラレタ
ル旨報告ノ件付記６月９日北京ニ於ケル有賀博士ト通信記者トノ会見録」、外務省編『日本































































































































































































































































































































































「対支外交根本策の決定に関する日本政府の昏迷」(1916 年 3 月)、「支那時局

































































































中国東北で起きた日中両軍の紛争。1916 年（大正 5）8 月、奉天省鄭家屯（現
吉林省双遼）で、日本人商人と中国人とのいさかいに端を発して双方の部隊が































































1 月 27 日日中両国政府が鄭家屯事件解決の協議を終えると、新聞界の反応は
一様に日本外交の「失敗」と断罪する。





































































1912 年 11 月の露蒙協約締結により、ロシアの援助を得たポグド・ハーン政権




















































































































































































































































































































































































































































































機関となった。山東問題が具体的に討議されたのは、1 月 27、28 両日の第十、





























































1301919 年 5月 6 日付、東京朝日新聞、「田中義一陸相の談話」。


























さらに、 1918 年 11 月 22 日に閣議が開かれ、日本政府の講和方針が決定され















































































































2 月 1 日、内田外相は松井駐仏大使から、パリ講和会議で日本の威厳を損ねた、
予想外の中国全権の言動について、中国政府及び在日中国公使に対して反省を
促し、中国全権の態度を改めさせようという内容の報告を受けた146。そして、 2















145「小幡より内田へ」、 1919 年 2月 4日、『日本外交文書』大正 8年、第 3冊(上)、127-128
頁。
146「松井より内田へ」、 1919年 2月 1日、前掲書、122頁。







さらに、現に起きた「日使恫喝事件」の二日後の 2 月 4 日に、威尓遜大統領

































でに 4月 10 日の時点で、山東権益の中国への直接返還を主張する方針で、コン
センサスを得ていたのである154。しかし、1915 年の日中条約を前提として日中











う提案であった156。そして、ランシングはすぐ 4月 15 日の米英仏伊日五ヵ国外
相会議の席で、上述の共同管理案を提唱したが、膠州湾は植民地ではなく、租
借地であるという牧野の反論に遭い、不発に終わった。





































159原奎一郎編『原敬日記』福村出版、1965 年、第 8巻、1919年 4月 21日、199頁。
160同上、67頁。




















































































『朝日新聞』は 5 月 5 日夕刊コラムで、五四運動の学生の挙動を「支那人の
盲動」だと決めつけ、それは山東問題に対する中国人の「誤解の結果」だとい
う。膠州湾の間接還付が何故中国の辱なのか、それを直接ドイツより受け取る

































































180『大阪朝日新聞』1919 年 5月 13日。
85
海特電、5月 13 日)、「過激派思想の蔓延を激成せんとする排日運動」(上海特電、
5 月 17 日)、「排日熟益城烈」(5 月 20 日)、「支那米買占の噂に山東問題が重っ
て騒ぎが持上ったか 蕪湖の排日暴動」 (5 月 22 日)「彼方にも貼たり此方にも










































(『朝日新聞』、7 月 1 日)、「憂ふべき支那」(『朝日』、7 月 12 日)、「飛んだ不
吉の報道」(『国民新聞』、7 月 2 日)など各新聞に中国を非難する記事が一辺倒
であった。



































1 月 28 日、中国の出席した五大国会議で、山東をめぐる日中両国の衝突が始










































































































































































こうした世論が形成される中、黎明会では 3 月 19 日、朝鮮人学生を招いて例
会が開かれた。会記録によれば、学生 3 名が「極めて冷静に至誠を披瀝して、
彼等の所見を開陳した」という205。当然、これらの学生の意見をふまえてであろ













































































































214吉野作造「支那問題に就いて」『黎明会講演集』第 4輯、1919 年 6月。






















あろうか、福田徳三が 1922 年 8 月から 10 月にかけて、中国の各地を訪問し、
北京大学や南開大学、斉魯大学で講演を行っている。『北京大学日刊』に掲載さ
れた講演録によれば、福田徳三以下のように講演をまとめた。





























選集』（人民文學出版社 1981 年版）『李大釗文集』（人民出版社 1984 版）などが
ある。



























『毎周評論』は 1918 年 12 月 22 日から 1919 年 8月 30 日までに第一号が出さ
れた。発行人は陳独秀、李大釗で、この二人は記事の執筆数についても陳独秀

























































229陳独秀「発刊詞」『毎週評論』第 1号、1918 年 12月 22日。
230陳独秀「亜洲的徳意志」『毎週評論』第 13号、1919年 3月 16日。
231「発刊の辞」の公理と強権についての国内的な論理については、味岡徹が指摘している。
232陳独秀「和平会議与国際大同盟」『毎週評論』第 5号、1919年 1月 19日。
233「掲開假面」『毎週評論』第 7号、1919年 2月 2日。



























235「秘密外交」『毎週評論』第 9号、1919年 2月 16日。
236李大釗「公同管理」『毎週評論』第 20号、1919 年 5月 4日。




























238陳独秀「秘密外交与強盗世界」『毎週評論』第 22号、1919 年 5月 18日。
239陳独秀「山東問題与国民覚悟」『毎週評論』第 23号、1919 年 5月 26日。




























241陳独秀「強国主義」『毎週評論』第 13号、1919 年 3月 16日。
242陳独秀「小国主義」『毎週評論』第 13号、1919 年 3月 16日。
243陳独秀「中日親善」『毎週評論』第 11号、1919年 3月 2日。


























245李大釗「白人閥」『毎週評論』第 16号、1919年 4月 6日。
246李大釗「大亜細亜主義与新亜細亜主義」『国民雑誌』第 1巻第 2号、1919年 2月 1日。
247李大釗「大亜細亜主義」『甲寅』1917年 4月 18日。
248「大亜細亜主義与新亜細亜主義」『国民雑誌』第 1巻第 2号、1919 年 2月 1日。
249李大釗「大亜細亜主義」『甲寅』1917年 4月 18日。
107





















た。そして 5 月 4 日の北京での学生運動を発端とした民衆の直接運動に発展し
たのだが、『毎周評論』も、国民に向かっての強い呼びかけ、国内の軍閥勢力や




之感想」『毎週評論』第 14号、1919年 3月 23日。
251李大釗「日本人可以在中国随便享人鳴」『毎週評論』第 15号、1919 年 3月 30日。






























254「対日外交的根本罪悪」『毎週評論』第 21号、1919年 5月 11日。
255「為山東問題敬告各方面」『毎週評論』22号、1919年 5月 18日。

























































262「祝黎明会」『毎週評論』第 9号、1919年 2月 16日。
263「黎明日本之曙光」『毎週評論』第 9号、1919年 2月 16日。
264「新旧思潮之激戦」『毎週評論』第 12号、1919 年 3月 9日。


























266「黒暗与光明」『毎週評論』第 30号、1919年 7月 13日。
267松尾尊兊「五四時期における吉野作造と李大釗」(吉野作造『現代憲政の運用』付録、み
すず書房、1988年)参照。




























































































































































































































































ったにもかかわらず、内政不干渉主義を堅持した。ところが、1927 年 5月 27 日、
田中内閣が樹立した１か月ばかりに、山東省の日本権益と 2 万人の日本人居留
民の保護及び治安維持を口実に、山東省へ陸海軍を派遣することを決定した。6
月 1日在満洲の歩兵第 33旅団が青島に上陸、7月 12 日在満第 10師団と第 14師










1928 年 3 月、蒋介石が態勢を立て直し、国民革命軍を率いて第二次北伐を開
始した。5月、国民革命軍は山東省に入った際、日本政府は居留民保護を名目に
「第２次山東出兵」を行い、日本軍の第六師団の精鋭が山東省の済南市まで進






て困難な交渉となったが、1929 年 3 月双方が譲歩して解決に関する文書に調印
し、同年 5月日本軍は撤兵した。
日本側では、この事件を「済南事変」と呼ぶ。前年度の「第１次山東出兵」












日本側資料には､日本側の被害者が、「軍隊戦死 12 名、負傷 30 名内外、在留























292外務省編纂『日本外交文書 昭和期Ⅰ第 1 部第 2 巻』、1990年 12月、348頁。
293 臼井勝美「泥沼戦争への道標」、『昭和史の瞬間』（上）、朝日ジャーナル昭和４１年、第
55 頁。





























296吉野作造「対支出兵」『吉野作造選集』9､岩波書店､1995 年 6 月、350 頁























298 岩波書店『広辞苑』第 5 版「済南事変」条。




































































































306吉野作造「支那出兵に就て」近代日本思想大系 17、筑摩書房 1976 年、第 393頁。



























































































































312吉野作造「対支出兵」『吉野作造選集』9､岩波書店､1995 年 6 月、345 頁。
313同上、345頁。






















































































































































































































































































































西暦 明治 年齢 著作
1906 39 28 4 月『新人』7 巻 4 号、「支那観光録」（『想苑』欄）









け取らず、借金たまる。6 月 1 日、袁世凱に面会、この月、
袁克定は奉天に任命され、18 日、吉野作造は随行して、
奉天に着。9月 7日、奉天を出発し、天津に帰る、天津で





1907 40 29 6 月『国家学会雑誌』21 巻 6 号、「天津における自治施行
の現況」。
この年の三月、北洋督練処翻訳官として、参謀処付将














































1915 4 37 1 月『中央公論』30年 1号、大正四年を向かふ（社論『中
央公論社同人』）「支那問題の解決とは何ぞ」
2月『新人』16 巻 2 号、「青島税関問題」（『論説』欄）
4月『新女界』7 巻 4 号、「日支交渉」
6月『新女界』7 巻 6 号、「日支交渉の解決」
『中央公論』30年 6号、「対支外交の批判」（『現代の
政治』収録）







11月『中央公論』30 年 12 号、「支那帝政問題に対する我
国の態度」（選集 8、188 頁）







1916 5 38 1 月『中央公論』31 年 1 号、「憲政の本義を説いて其終の
美を済すの途を論ず」（選集 2 巻、3頁）







3月『中央公論』31 年 3 号、「対支外交根本策の決定に関
する日本政客の昏迷」（『第三革命後の支那』収録）








6月『外交時報』23巻 11 号、「支那時局私見」（選集 8巻、
193 頁）















8月『中央公論』31 年 9 号、「南北妥協の支那」（『第三革
命後の支那』収録）
9月『東方時論』1巻 1号、「日支親善論」（選集 8 巻、206
頁）
10 月『中央公論』31 年 11 号、「日支親善の現今及将来」
（社論、無署名）「支那政界の大観」（署名、古川学人）
『東方時論』1巻 2 号、「鄭家屯事件を論じて我対満蒙策
に及ぶ」（選集 8 巻、220 頁）
11 月『国家学会雑誌』30 巻 11 号、「支那第一革命ヨリ第
三革命マデ（一）」（『支那革命小史』収録）
『東方時論』1 巻 3 号、「支那の革命運動に就いて」
151
（選集 8 巻、243 頁）
『横浜貿易新報』、「黄興と蔡鍔（一）～（四）」（大
正講壇第二十回、12日～15 日、4回連載）




























3月『東方時論』2 巻 3 号、「対支政策に対する疑問」
「我が対満蒙政策と鄭家屯事件の解決」（選集8巻263頁）















7月『国家学会雑誌』31 巻 7 号、「第三革命ニツイテ」
『外交時報』26 巻 2 号、「最近支那政界の二大勢力」
（承前）2（15 日）『支那革命小史』収録
8月『中央公論』32 年 9 号、「支那政局の大勢を論じて所
謂帝政論を排す」（選集 8 巻 272 頁）
『東方時論』2巻 8 号、「復辟問題を中心として観たる支
那最近の政局」
『吉野作造著書』『支那革命小史』（選集 7 巻 1 頁）
『第三帝国』87号、「支那の大勢は共和」（10 日）





10 月『東方時論』2 巻 10 号、「支那最近の政局―三派鼎
立の結末如何」
12 月『横浜貿易新報』2 巻 12 号、「日米共同宣言と我対
支政策 28 日」
1918 7 40 1 月 33 年 1号、「民本主義の意義を説いて再び憲政有終の
美を済すの途を論ず」（選集 2 巻、99頁）
「紛乱せる支那政局の前途」（『時論』欄）
『東方時論』3 巻 1 号、「我国の東方経営に関する三
大問題」（選集 8 巻、288 頁）
『東方時論』3 巻 3 号、「如何に支那の政局を展開す
べき」
『大阪毎日新聞』、「支那南北妥協論（一）～（九）」
（26日～4 月 3 日、9回連載）





集 8 巻 326 頁）
『横浜貿易新報』、「対支外交政策に就いて（上）（中）
（下）」（15日～17 日、3回連載、選集 8巻 334 頁）
8月『東方時論』3 巻 8 号、「我対支外交の功罪」
「支那南北対峙の形勢」
10月『中央公論』33 年 11 号、「徐世昌の大総統就任」（『新
人の使命』収録）
『東方時論』3巻 10 号、「徐世昌の立てる舞台」





11月『中央公論』33 年 12 号、「陸軍拡張に反する」（『時







1919 8 41 1 月『東方時論』4 巻 1 号、「支那南北統一の前途」
3月『中央公論』34 年 4 号、「講和会議に対する国民の態


















『新人』20 巻 6 号、「北京大学学生騒擾事件に就い
て」（社説）（選集 9、239 頁）
『中央公論』34年 6号、「北京学生団の行動を漫罵す




『海か陸か』8 巻 6 号、「山東問題の客観考察」（5 日）
7月『開拓者』14 巻 7 号、「講和会議の精神を論じて山東
問題に及ぶ」
『中央公論』34 年 7 号、「狂乱せる支那膺懲論」（巻
頭語、無署名）（選集 9 巻 255 頁）
「支那における排日事件」（『時論』欄）
「日支大学の聯繋」
『東方時論』4 巻 7 号、「支那の排日的騒擾と根本的
解決策」（選集、9巻、245 頁）
『黎明講演会』5 輯、「山東問題」（同年 5月の『大阪
毎日新聞』掲載文の再録）（選集 9 巻、215 頁）
8 月『解放』3 号、「日支国民の親善確立の曙光―両国青
年の理解と提携の新運動」（選集、9巻 257 頁）




『婦人公論』4 年 8 号、「支那、朝鮮の排日と我国民








1920 9 42 1 月『東方時論』5 巻 1号、「青島専管居留地問題に就い
て」（小特集『支那国民思想の黎明時代』の一つ）（選集 9
巻 268 頁
2月『中央公論』35 年 2 号、「支那学生運動の新傾向」（『時
論』欄）
6月『中央公論』35年 6号、「日支学生提携運動」（『時論』





10 月『中央公論』35 年 11 号、「支那朝鮮基督教徒の大会
不参加」（『時論』欄）（選集 9、152 頁）
「支那最近の政情」
1921 10 43 1 月『中央公論』、「支那ノ近況」（『時論』欄）
3月『中央公論』、「二重政府より二重日本へ」（『時論』欄）
（選集 3 巻、326 頁）
4月『中央公論』、「支那留学生問題」（『時論』欄）





絶（一）～（九）」（12 日、16日、19 日～20 日、22 日、
26日～29 日、9回連載）
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1922 11 44 1 月『中央公論』37年 1号、「支那問題概観」（『時論』欄）
3月『中央公論』37 年 3 号、「支那近時」（『時論』欄）
4月『開拓者』17 巻 4 号、「国際問題及び人種問題に対す
る考察―万国学生北京大会における話題」
「反基督教的文学に就いて」（署名『古川学人』）




1923 12 45 4 月『中央公論』38 年 4号、「日支条約改訂問題」（巻頭
語、無署名）（『日記』3月 5日参照）（選集 9、311 頁）
8 月『大阪朝日新聞』、「支那問題を中心にして」（一部）
（3日）
1924 13 46 11 月『改造』6 巻 11 号、「対支国策討議」（10 月 11 日夜
帝国ホテルにおける座談会、主席者は長谷川など 8 名）













1925 14 47 なし
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1926 15 48 1 月『中央公論』41 年 1 号、「満州動乱の対策」（『時評』
欄）（選集 9 巻 323 頁）




6 月『婦人公論』11 年 6号、「支那に於ける婦人の地位」
（『問題と解決』）収録






49 4 月『中央公論』42 年 4 号、「無産政党に代りて、支那南
方政府代表者に告ぐ」（巻頭語、無署名）『現代憲政の運




7月『中央公論』42 年 7 号、「支那時局の正視」（巻頭語、
無署名）『現代憲政の運用』収録
8 月『中央公論』42 年 9号、「政友会内閣の対満蒙政策」
（巻頭語、無署名）『現代憲政の運用』収録
10月『社会運動』1 巻 1 号、「田中内閣の満蒙政策に対す
る疑義」（選集 6 巻、294 頁）







1928 3 50 6 月『中央公論』43年 6号、「対支出兵」（『社会時評』欄）
『現代憲政の運用』収録（選集 9 巻 351 頁）
7 月『中央公論』43 年 7号、「張作霖の墜落と満蒙問題」
（巻頭語、無署名）『現代憲政の運用』収録
「支那ノ形勢」（『社会時評』欄）『現代
憲政の運用』収録（選集 9 巻、351 頁）
9月『中央公論』43年 9号、「対支政策批判」（『社会時評』
欄）『現代憲政の運用』収録
1929 4 51 2 月『中央公論』44 年 2 号、「対支関係の前途 床次氏の
立場」（巻頭語、無署名）『現代政局の展望』収録
『東洋経済新報』1345号～1356号、「支那と日本（一）～
（九）」（20日、27 日、5 月 4 日、11日、25 日、6月 1日、
22日、29日、7 月 6 日、9 回連載）（二）～（九）を『対
支問題』収録
5月『中央公論』44 年 5 号、「対支外交の好転」（巻頭語、
無署名）『現代政局の展望』収録
1930 5 52 12 月『吉野作造著書』『対支問題』日本評論社 25 日刊、（選
集 7 巻、275 頁）




1932 7 54 9 月『中央公論』47 年 9号、「満蒙国承認の時期」（巻頭
語、無署名）『日記』8月 3日の項参照
1933 8 55 1 月『経済往来』8巻 1号、「日清戦争前後」（小特集『時
の流れを語る』の一つ）（選集 12 巻、90頁）
1月、肋膜炎を発症し神奈川県逗子市の湘南サナトリウム
に入院。3月 18 日、55 歳で死去。
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北九州市立大学法政論集 32－33 巻、合併号、2004 年。




京都大学人文科学研究所『五・四運動研究』5 函 20 冊。
外務省編『日本外交文書』大正七年、第三冊。





















































動の思想的基盤について―」同志社法学会第 321 号（59 巻 2 号）、2007 年。
邵建国『北伐期の日中関係研究』、北京新華出版社、2006 年




















































小林道彦「世界大戦と大陸政策の変容―1914－1916 年」歴史学研究、第 656 号、
























































革命の理想と現実」東洋文化研究所紀要、1996 年 11 月号。
宮本又久「帝国主義としての民本主義― 吉野作造の対中国政策」、『日本史研究』
91、1967 年 6 月。
三谷太一郎「解説 吉野作造の平和論」、『吉野作造 石橋湛山 尾崎行雄』日本














心として―」（同志社大学人文科学研究所『社会科学』第 40 巻第 3 号、2010 年
11 月。
『Quadrante』、No1、東京外国語大学海外事情研究所、1999 年 3 月。
井上清『日本帝国主義の形成』岩波書店、1974 年。
成田龍一『大正デモクラシー日本近代史④』、岩波新書、2007 年。



























『松方正義関係文書第 5巻(侯爵松方正議卿実記) 5 』昭和 58年 12 月、大東文
化大学東洋研究所。
憲政史料館『井上馨文書』［37］「大正 3 年 4 月 10 日井上邸に於いて大隈伯、井
上侯第一会見談記」No：67－［1］－6。
『読売新聞』1915 年。
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藤本博生『日本新聞五四報道資料集成』 京都大学人文科学研究所、 1983 年。
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